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覇権国理論をめぐる論壇概況
坂井昭夫
はじめに
第2次大戦直後の10年間に東西冷戦が急展開を遂げ，それを通して「パッ
クス・ルッ‘ノ・アメリカーナ（米ソの支配の下での平和）」が形づくられる
にいたったことは，周知のとおりである。西側ではアメリカが，東側ではソ
連が，それぞれ覇権国として卓越した国力にものを言わせてプロック大の国
際政治経済システムを形成し，それらを主軸にして築かれた 2種類の異質な
世界秩序が「相互核抑制状態」下にあって競争的に共存する，といった状況
の出現であった。その後，中ソ対立の表面化，フランスの NATO軍事機構
からの脱退， IMF平価システム（固定為替相場制）の崩壊など種々の亀裂が
生じるにおよんで， 1970年代にはパックス・ルッ‘ノ・アメリカーナ（あるい
はパックス・アメリカーナ）の瓦解がそこかしこで唱えられるまでになった
が ([43]29ベージ），呼称の適否は別として，以後にあっても東西冷戦を背景
とする米ソ 2極体制が国際関係の基本的枠組みであり続けたとみて大過ない
([36] 169-74ペー ジ）。
さて，その 2極体制には， 89年末の米ソ首脳会談（マルタ会談）での冷戦
終結宣言，それと前後して起こった東欧の体制転換，さらに91年末のソ連解
体によって，きっぱり終止符が打たれた。そしてそのことは，ごく自然に，
40年余にわたって存続した米ソ 2極体制の後を襲うものへの関心の高揚につ
ながった。かくして，数多い論者達が，各自考えつくシナリオ群—パック
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ス・アメリカーナの復活， バイゲモニー（日米共同覇権）， パックス・ニッ
ポニカ，地域プロック化，バックス・コンソルティス（主要国間の協調体制
による平和）等—ーを列挙して，どれの実現可能性が高いかや，最善のケー
スはどれかをこもごも語る，という光景が繰り広げられることになったのだ
し，今もってそうした熱気に満ちた混沌が尾を引いている([4 ], [ 6 ] 303-10 
ペー ジ，［24]202-14ペー ジ）。
ボスト冷戦の世界秩序にかかわる議論の盛り上がりは， 70年代に始まった
アメリカ国際政治学界での覇権国に関連する諸学説の相次ぐ登場，およびそ
の世界的な普及と密接な関係にある。端的に述べれば，冷戦後秩序に思いを
めぐらす国内外の論者達は，覇権国理論そのものやそこに内在する問題点を
脳裏に浮かべつつ，選択肢になりうるシナリオ群の品揃えや望ましいシナリ
オの特定をおこなおうとしてきた。その事情を意識しながら，以下では，筆
者なりに本腰を入れて取り組むつもりの大テーマ（冷戦後世界の国際システ
ムの実情と未来像に関する多面的な考察）に対する第一歩と位置づけて，っ
まり当該課題に切り込む上で今後より深めるべき論点の所在を探る意図をこ
めて，覇権国理論をめぐる論壇状況のサーベイを試みるものとする。蛇足な
がら，さしあたり手近なところからと考えて作業に入ったせいで本稿で見渡
す範囲は日本の論壇にかぎられるが，米国論壇にまで視線を配った場合であ
っても，描かれるスケッチ画自体は本質的に酷似したものになるはずであ
る。
I.覇権国理論の概要
1. 覇権国理論の台頭
1970年代前半には， ドル・ショックに端を発する固定相場制の崩壊，石油
ショックの勃発を契機とする資源ナショナリズムの高揚，アメリカのベトナ
ム戦争敗退など，パックス・アメリカーナの動揺を印象づける出来事が連続
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的に生じた。この現実が覇権国に関する諸理論の誕生を促した ([34]155ペー
ジ）。
川田侃いわく， 「いまやアメリカの覇権的地位の後退は誰の眼にも明らか
であった。これからの世界はいったいどうなるのだろうか，そういった不安
と懐疑の念が，とりわけアメリカの国際政治学者たちのあいだで，一種の危
機感をともないながら広がっていった。そしてこうした時代的雰囲気のなか
で，「世界システム」論や•••世界政治システムの『長期波動」論， あるいは
国際システムにおける『覇権循環」論などが次々と出現して，…これらの学
説がアメリカの学界での新しい論争主題として浮かび上がるようになった。
そしてそれらはほどなくして…日本の学界においても大きな関心を呼び起こ
した」 ([14]8-9ペー ジ）。
川田は，ウォーラーステイン (I.W allerstein)を世界システム論の，モ
デルスキー CG.Modelski)を長期波動論の，ギルビン CR.G. Gilpin, Jr.) 
を覇権循環論の主唱者だとしているが，これには違和感がある。実は名前の
あがった 3者は，覇権国が存在する時にだけ世界秩序は安定するという「覇
権安定」の考えと，覇権国の衰退で国際システムが不安定化すれば，覇権争
いが生じ，やがて新覇権国の登場とその手での新国際システムの形成にいた
るという「覇権循環」の考えを，共有している。しかし，覇権安定に力点を置
くギルビンとは違って，他の 2人が主たる関心事としているのは覇権循環で
ある。また，ともに覇権の長期サイクルを中心テーマにしているとはいえ，
世界政治の長波の解釈を第一義とするモデルスキーと固有の世界システム論
（注） ギルヒ°ン，モデルスキー，ウォーラーステインの主著は以下の通り。
Gilpin, Robert G., Jr.: War and Change in World Politics, 1981. The 
Political Economy of International Relations, 1987（大蔵省世界システム研究会
訳「世界システムの政治経済学」東洋経済新報社， 1990年）
Modelski, George: Long Cycles in World Politics, 1981.「世界政治の律動と
課」 ([18]所収）
Wallerstein, Immanuel: The Modern World-System, 1974（川北稔訳「近代世
界システム』岩波書店， 1981年）．「資本主義世界経済の将来と日本」 ([18]所収）
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に立脚するウォーラーステインとでは，アプローチや立論に明白な差異がみ
られる。だとすれば，相互のオーバーラップを承知の上で，ギルビン＝覇権
安定論，モデルスキー＝長期サイクル論，ウォーラーステイン＝世界システ
ム論（後の 2つをまとめて覇権循環論， さらに全体の総称として覇権国理
論）としておく方が，よほど適切なのではなかろうか。
では， それら諸学説とはどのような内容のものなのか。 これを次にみよ
9• つ。
2. 覇権安定論の基本構造
ギルピンを代表的論客とする覇権安定論の論理構造は， 以下のようであ
る。
他国を圧倒する抜群の軍事力，政治力，経済力をもつ覇権国は，世界平和と
開かれた国際経済を志向し，絶対的な主導性をもってそのための国際システ
ムの形成・維持にあたる。それは他の国々にも便益のおよぶ「国際公共財」
の提供を意味するものであり，現にパックス・プリタニカやパックス・アメ
リカーナの時期には，自由貿易体制の恩恵を受けて世界経済の好調な発展が
記録された ([50]6ペー ジ，［51]）。一方，どの国も国際金融の安定のために責
任ある行動をとらなかったせいで世界不況が泥沼化した1930年代の事態は，
覇権国不在による国際公共財供給の失敗の顕著な事例とみなしうる ([10]9-
10ペー ジ，［25]84-5ペー ジ）。
だが，覇権国が秩序と安定を国際公共財として自前で一手供給する状況
は， 永続的ではない。「覇権のコスト」が覇権国の経済余剰ー一覇権の物質
的基礎—を減少・消失させる局面が早晩やってくる。ギルビンは，収穫逓
減法則の作用とサービス経済化による成長率鈍化，軍事技術開発コストと軍
事費の膨張，市場開放と技術成果の対外伝播に伴う他国に対する経済的・技
術的優越の喪失などを覇権のコストに数えているが，とりわけ国際安全保障
と自由貿易の推進が覇権国の身に経済成長と貿易収支の悪化となってはね返
る点が注目される ([31J 36ページ）。覇権国には世界秩序維持コストを過剰に
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負担する傾向がある，ゆえにその経済力は相対的低下をきたし（他の諸国は
世界秩序のフリーライダーであり，それが不均等な経済発展の主因となる），
やがて自国のみでは秩序維持コストを担いきれない窮状に立ち至る，という
次第である([5] 91-2ペー ジ，［43]15ペー ジ）。
覇権国の力が衰えると国際システムは必然的に不安定化し，国際政治情勢
の流動化と自由貿易体制の後退・崩壊が惹起される。むろん覇権国とて手を
こまぬいてはおらず，秩序維持のための資源確保（増税，インフレ対策等）
と現状維持コストの節減（台頭する挑戦国を弱体化させる措置を通じてのコ
スト増加の防止，対外コミットメントの縮小等）に努めるものの，その効果
は一時的でしかない。そして，ついにはその国と挑戦国を中心にシステム統
括者の座を賭けた世界的規模の覇権戦争が起こり，新たに覇権国となる国に
よって新しい力の分布に見合った国際システムがつくられることになる。
―こう覇権安定論は説くのである([3 ]63-4ペー ジ，［39]91ペー ジ）。
3. 覇権循環論2種
覇権国の存在（不在）と世界秩序の安定（崩壊）とを結びつける見地を有
する点で，大きくは覇権安定論の流れに属すると言えるが，モデルスキーや
ウォーラーステインの場合には覇権の循環性の考究に主眼を置いている。す
なわち，彼らは，過去 5世紀の歴史を観察すれば約 1世紀単位での覇権国（世
界大国）の興亡と世界秩序の循環的変化（長期サイクル，長波）が認められる
とし，その規則的な変動パクーンの分析ないし説明づけを試みた（［3]65-8ペ
ジー，［39]76-81ペー ジ）。
モデルスキーの方は，ポルトガル (16世紀），オランダ (17世紀），イギリ
ス (18世紀と19世紀），アメリカ (20世紀）を各世紀の主導的な世界大国と
みなしつつ， 100年周期の長波について，その史的分析から次の 4局面を順
に経る形で 1サイクルが描かれるとの一般的パラダイムを抽出できる，と主
張した。
まず，衰えつつある旧世界大国と新興の挑戦国との主導権争いを中心とす
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る「世界戦争」の時期。ここで旧来の国際システムの基本構造は崩壊し，戦
勝陣営から世界政治の頂点に駆け上る国が現れる。次いで，その国の地位が
平和条約等で正統化され，かくして誕生した新世界大国の指導下に新秩序の
形成・維持が期される「世界大国」期。むろん，世界秩序なる国際公共財の
提供が同国の使命とされる（これと関連するが， 世界の成長センターをな
し，国際経済活動のフレームワークを供給しうるような主導的経済の保持
が，世界大国の要件とされる。また，過去の数次の世界戦争で海洋国家がラ
イバルの大陸国家を退けて世界大国の座を射止めた事実にかんがみて，島国
か半島であることが重視される）。そして，世界大国のパワーが低下し始め，
世界秩序の弱体化が進む「非正統化」期，挑戦国の台頭で政治的な多極化が
生じる「分散化」期と続き，やがて次期大国を選ぶメカニズムであるグロー
バルな全面戦争の勃発に行き着くことになる。
モデルスキーは，この世界政治の長波が世界経済の長波と連動関係にある
とも言う。経済の長波とはコンドラチェフ波（周期約50年の長期景気循環）
を指すので，覇権の 1サイクルがコンドラチェフ波2回分にあたることにな
る。もっとも，両者の対応に関する筋道立った解説を彼がなしているわけで
はない（政治的革新と経済的革新が交互に現れるとの仮説を援用した説明
法，およびその理論的な不十分さは [30]107-11ページ）。戦争や軍事的対立に
比重がかかりすぎて経済面との絡み合いが疎かにされている ([25]99ペー ジ）
とか，同じくコンドラチェフ波を取り入れているウォーラーステインに比し
て経済的要因が軽視されている([3] 65ページ）とかのモデルスキー批判が目
につくのは，この事情と無縁ではない。
ウォーラーステインに移ると，彼の名高い世界システム論では， 15世紀末
に発生した「近代世界システム」は「世界帝国」化した以前の世界システム
とは違って政治的統合を欠く資本主義「世界経済」の姿で存在してきた，そ
の基本構造をなしてきたのが中心，準周辺，周辺の 3地域に区分される国々
の経済的分業体制だ， と説かれる（「中心」は資本集約型産業と高度技術を
有する経済水準の高い地域，それとは対照的に労働集約型産業と低い技術水
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準を特徴とする地域が「周辺」． 両者の中間が「準周辺」）。 それは中心が準
周辺と周辺を，準周辺が周辺を搾取する体制として把握されており，ゆえに
その構造の維持と変革をめぐる対抗が常にあり，時に序列の異動も起こりう
るが，世界資本主義体制の中心ー準周辺一周辺の 3層構造それ自体は不変だ
とされている ([33],[47] 3-6ページ）。
また，ウォーラーステインは， 3類型の地域相互間の対抗と並んで中心諸
国間でも熾烈な競争が展開されるものだし， 後者の中から生産， 貿易， 金
融，軍事のすべての面で他国を凌駕する覇権国が生み出されてきたのが現実
の歴史なのだ，とも唱えた([15]357ページ）。覇権国と認定されたのは16世紀
のスペイン， 17世紀のオランダ， 19世紀のイギリス，および20世紀のアメリ
カで，モデルスキーの世界大国とは顔ぶれが少し異なるが，卓越した海軍力
をもつ海洋国家であることが覇権国家の条件と目されたのはモデルスキーの
場合と変わらない。
覇権循環 1サイクルとコンドラチェフ波2サイクルが対応するとの認識で
も，両者は軌を一にしている。ただ篠原三代平が評するように，「『世界シス
テム学派』は戦争・覇権の消長を世界資本主義の長期波動（コンドラチェフ
波）に一層強く結びつけようとしている点で．国際公共財であるリーダーシ
ップの消長を云々するモデルスキーとは異なっている」 ([25]77ページ）。
具体的には，ウォーラーステインは，コンドラチェフ波 2回分 (Aを上昇
期， Bを下降期とすれば， A1-B1-A2-B2)の進行過程に対して，
中心一周辺構造とかかわらせた説明を施している。田中明彦の手際よい要約
を借用すれば（表1参照）， 「Alにおいては， 世界経済の中心， 周辺とも
に生産が伸びるが，原材料への需要が大きいので周辺の成長の方が高い。次
にBlの時期になり周辺から経済が停滞しはじめ中心に及ぶ。そして，失業
率が高まり， 階級闘争が激化する。その結果， 中心では所得の再分配が起
こり，中心から需要が回復し， A2の時期になる。この時期はAlの時期と
異なり，交易条件は世界経済の中心にとって有利となり，中心の成長の方が
周辺より高くなる。やがて， 供給過剰となり， 恐慌が起こり， B2にはい
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表1 ウォーラーステインによる経済と覇権のサイクル
覇 権 国 ハプスプルグ オランダ イギリス アメリカ
Al：覇権国の勃興 1450- 1575-1590 1798-1815 1897-1913/20 
Bl：覇権国の勝利 1590-1620 1815-1850 1913/20-1945 
A2：覇権国の成熟 -1559 1620-1650 1850-1873 1945-1967 
B2：覇権国の衰退 1559-1575 1650-1672 1873-1897 1967-? 
（注） 1. Aはコンドラチェフ波の上昇期， Bは下降期を表している。
2. 17世紀末から18世紀にかけては覇権国は存在しなかったとされる。
（出所） ［30] 115ペー ジ。
る」。
他方，覇権についても，覇権国が誕生したとしても高い生産効率をもたら
している条件の他国への波及や自国での実質賃金の上昇傾向のためにやがて
他の中心国に追いつかれる羽目になるという理解のもとに， 「覇権国の勃興
（覇権の継承をめぐる他の中心国との激しい競争）一勝利（旧覇権国を新覇
権国が追い越す）一成熟（真の覇権）一衰退．（継承を狙う国々の競争）」 とい
うサイクルが存在するものとされる。そして，この覇権のサイクルと先ほど
の経済のサイクルとが相互に密接にリンクし合っている（対応関係は， Al
一覇権国の勃興， B1一勝利， A2一成熟， B2一衰退）， と主張されるの
である([30]112-4ペー ジ）。
I.覇権国理論の問題点
1. 覇権国の定義に関連して
前節にかいつまんで紹介した覇権国理論の波及を受けて，わが国でも，そ
の精緻化を望む立場と批判的立場の双方から幾多の問題点の指摘がなされる
経過となったのだが，聞くぺき意見を筆者なりに集約・整序して簡潔に書き
留めよう。
最初に覇権国の概念について。通常，国力の全次元（軍事力，政治力，経
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済力，文化力など）で他国に抜きんでている国，自らの負担で国際公共財を
一手供給できる国が覇権国だとされる([5 ]80ペー ジ，［17]201ペー ジ，［19]49ペ
ージ）。だが村上泰亮が言うように， それを額面通りに受け取れば覇権国出
現の可能性は極度に限られるし，近似のケースですら第2次大戦直後のアメ
リカぐらいしか実例がないことになる([46]上182ページ）。そこで過剰定義の
不適切さに思いが至り，実質的には「全」次元や「一手」供給に「ほとん
ど」の形容詞を付することになるのだが．その場合には，明示的な判断指標
がないために自ずと範囲のとり方が恣意的になってしまう。強すぎる定義の
緩和が不可欠なのに緩め方の指示がないわけで，これでは覇権国がいつ衰退
局面に入り，いつもはや覇権国とは呼ぺぬ地位に凋落したのか，の一義的な
特定など期待すぺくもない。パックス・アメリカーナの終了時点のとり方が
各人各様なのは，その象徴的な現れとみられよう。
覇権国の定義に直接かかわる点をもう 1つ。山本吉宣が喝破するとおり．
ギルピン説は支配と合意の両面をもつ ([49]）。すなわち，覇権安定論の世界
では，ー大強国の主導による国際システムの構築・維持は，当該国に世界秩
序をコントロールするに足る軍事力や経済力があり，かつそのシステムに対
して他の国々から支持が集まる場合にかぎって可能になる。後者の条件が満
たされるケースはと言うと，当の国際システムの利益が世界全体に均霰する
ものであって全部の国が恩恵に浴するとともに，その秩序の基本理念につい
ても世界的に正統性の認知がなされるときがそうだ，とされている。要する
に，ー大強国の自己犠牲（秩序維持コストの負担）によって支えられる国際
システムの経済的利益が各国に及び， しかもそのシステムの基盤をなす文化
や理念の魅力に各国が共感を抱くさいにのみ，その国は覇権国に，そしてそ
の国によって提供される秩序・システムは国際公共財になりうる，というの
である ([45]79ページ）。
覇権国の必要条件には文化的魅力も入っており，それが「国力のあらゆる
次元での卓越」との覇権国の定義につながるのだが， （総合）国力を構成す
る諸要素の相互関係や重要度の差が覇権に及ぽす影響について何のアイデア
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も示されていないのが問題である。そもそも覇権安定論の登場の契機となっ
たパックス・アメリカーナの動揺は，国際通貨危機や石油危機に象徴される
「経済問題の政治化」と密接に関連していたが，その事実は国力に占める経
済的要素の比重の増大（軍事的要素の比重減）を示唆するものだった ([43]
12-3ページ）。では，そうした国力の内容的な変化は，覇権の存立要件にいか
に反映するのだろうか。文化力の優位とはいったい何を指し，経済大国や軍
事大国の文化大国化はどんな条件下で起こりうるというのか。また，覇権国
の経済的優位が失われれば軍事面や文化面の優位も必ず崩れることになるの
かどうか，仮にそれが必然だとしても事はどうした脈絡をたどって進行する
のか，タイムラグが大きい場合に総合国力がどのような状態になるまでは覇
権国としての地位が保たれていると認定できるのか．．．．（［42]18-20ページ，
[48]）。知りたい事柄は多々あるのに． 覇権安定論はただ経済力の後退が覇
権衰退を惹起すると唱えるだけで，それ以外は黙して語ろうとしない。
2. 覇権安定の基本的想定にかかわる論点
覇権国が君臨する場合にしか安定した世界秩序はありえない，それゆえ覇
権システムに優るものはない，とする覇権国理論の核心をなす想定に対して
も，さまざなな疑問や異論が発せられてきた。たとえば，吉田和男は， 19世
紀のヨーロッパの安定をバランス・オプ・パワーによって説明する多極安定
論を意識しつつ，多極システムが常に不安定だとはかぎらないし，それには
覇権システムに優る長所も備わっている，今後の世界システムの運営方法で
も覇権システムが望ましいとはかぎらない，と述べる([50]6ペー ジ）。
鴨武彦の場合は，「（ギルビン説は）第二次大戦を経て得られたアメリカの
力を中心軸とする国際政治の覇権安定のシステム・・・を肯定し，それをまっと
うなものとして継承•発展させる政策にとって…の理論武装ともなってい
る」と述べた上で，「この意見は••あまりにも現実の世界とかけ離れた現状
を認識のベースとしている」と批判の矢を射かけている。 1970年代初めから
アメリカの覇権が凋落過程に入り，それに伴って国際政治場裡で力の多極化
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・多中心化が進展するようになった事実，および現代世界では新たな覇権安
定の体制の構築につながる覇権戦争の可能性が局限されている（不可避的に
核戦争になるであろうから）という事情を直視せよ，との主張である ([12]76
ペー ジ）。
猪口邦子の一節も書き写しておくと，「（覇権安定論の説くように覇権国が
必ず衰退するのなら）覇権システムは自己破壊のメカニズムを内包している
わけである。そのようなシステムは，たとえ一時的には国際社会を安定化す
ることができても，より本質的で構造的なレベルにおいて国際社会の不安定
化を引き起こすことに（なる）」。今は立ち入らないが，猪口は，こうした覇
権システムに優るボスト覇権システムとしてコンソーシアム型共同運営シス
テムを構想するのが望ましい，と提起する([5] 100-3ページ）。一人ずつニュ
アンスはかなり異なるものの，パックス・コンソルティス志向そのものは吉
田や鴨にも共通している。
ところで，覇権安定論では国際公共財の供給は覇権主義による以外にない
ことが立論の大前提になっている。消費の「非競合性」と「排除不可能性」
を特性とする公共財の場合には，フリーライダー問題が発生する関係で，市
場機構による最適供給は期待しえない。国内公共財ならば，その「市場の失
敗」を回避するべく公共部門による供給や規制が実施されるのだが，国際社
会には一国の中央政府に匹敵する強力な中央機関は実在しない。ゆえに国際
公共財では，フリーライダーがいればその最適供給は不可能になる。だが，
適正量より少なくなりがちだとはいえ，実際には相当量の国際公共財が覇権
国によって供給されてきたし，その合理性はゲーム理論を用いた分析によっ
ても検証される… ([23]31-4ペー ジ）。
上のように考えられているわけだが，実は，ゲーム理論の見地からして覇
権主義以外の国際公共財の供給形態がありえないかと言うとそうではない，
条件次第では幾つかの国の戦略的判断にもとづく共同負担での供給の可能性
もある，との有力な反論が存在する。具体的な内容はともかく（詳細は [7]
14-5ペー ジ，［13]115-9ペー ジ，［16], [22] 239-42ペー ジ，［35]), 「国際的合意に
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よる多国間の共同供給」の理論的可能性があるとした場合に，覇権安定が国
際公共財理論から導かれる唯一の解であるかにアプリオリに想定するのは専
断的すぎる([46]上164ページ）との批判が出てくるのは，しごく当然な話だと
思われる。
3. 論証抜きの覇権国必衰論
覇権安定論は，覇権国による世界秩序の維持イコール国際公共財とみる。
そして，パックス・アメリカーナの国際システムはアメリカ自身の利害にも
とづいて形成されたものだとはいえ他の諸国も平和と自由貿易の恩恵にあず
かった，つまりアメリカは他国の只乗りを許しつつ国際社会の共通利益であ
る国際公共財の供給役をつとめ，その自己犠牲があればこそ他国から覇権の
正統性を認知されたのだ([11]67ペー ジ，［9]289-90ページ）， しかし米国覇権
は覇権コストの重さによる経済力の相対的低下のためにやがて衰退をきたす
羽目になる，と論じる。
これに関しては，覇権国が常に自由貿易の守護神であるかのごとき仮定と
事実との乖離（アメリカのハバナ憲章批准拒否が好例）， 発展途上国の工業
化に不利に働く性質を帯びる自由貿易体制や基軸通貨国アメリカに特権を授
けた IMF体制を世界の共通利益とみなすことの無理，覇権システム下での
国際公共財像は覇権国に好都合な姿に描かれがちなこと（覇権国の要件であ
る強い文化力と関係が深い），等が批判的に指摘されてきた([8] 9-10ペー ジ，
[45] 78ベー ジ，［48]）。
覇権国衰退にかかわるダイナミックな分析の欠如も， しばしば問題視され
る。秩序維持コストが覇権の経済的基盤を掘り崩すとの認識には相当の説得
力が感じられるし，東西冷戦のゆえに「高くつく覇権国」（［2]284ペー ジ）と
なったアメリカの経済的凋落がパックス・プリタニカの落日に比べてずっと
早く始まった事実を思えばなおさらそうなのだが，とはいえ，覇権国の経済
カの相対的低下を国際公共財の過重負担だけで説明しきれるものではなかろ
う。篠原三代平は，大国衰退の主因を実力を超える過剰消費の傾向と重要産
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表2 アメリカ経済の相対的衰退の原因とその帰結
経済的衰退の原因 I 帰 結
＜対外的要因＞ 1. 政府部門の比重の増大
1. 世界の軍事的安全保障へのコミ （大きな政府）
オ ットメント 2. インフレ体質の定着
I 2. 多国籍企業の進出，技術輸出に （総需要管理の有効性低下）ノミ
I よるプーメラン現象 3. 社会的・心理的環境の悪化
コ 3. 基軸通貨国としてのリーダーシ 4. 輸出競争力の低下ミ
ツ ップ 5. ニクソン・ショック
卜 （ドルの信頼の動揺）メ
ン ＜対内的要因＞ 6. 国際政治への過剰介入
卜 4. 完全雇用，社会保障等へのコミ （ベトナム戦争など）
ットメント 7. 世界における経済的リーダーシ
5. ケインズ主義の採用 ップの低下（援助疲れなど）
（出所） ［25] 224ペー ジ。
業の国際競争力低下に求めた上で，第 2次大戦後のアメリカについて言う。
過剰消費には，軍事・援助といった対外コミットメントだけでなく，完全雇
用・社会保障への対内コミットメントの効果も混じっている。産業競争力低
下の方では，インフレに起因する輸出競争力の減退と同時に，米国企業の多
国籍企業化と技術輸出のブーメラン効果や産業空洞化作用が一大要因となっ
た事情を知る必要がある，と（表2参照）。
妥当な論述だと判断されるが，軍事費がインフレを招いたり，貿易・資本
の自由化が多国籍企業化や技術貿易を促した事実が物語るように，国際公共
財負担と産業競争力の低下との間には確かに一定の因果関係が存在する。し
かし，それは公共財負担が増せば競争力が必ず弱まるといった「強い相関」
だとはかぎらない。両者の相関が部分的なものなら，たとえ公共財負担は重
くとも，適切な政策措置による競争力の低下防止・回復もありうることにな
る。国際公共財供給の財政負担にしても，対内コミットメント縮小の余地が
あれば，それで相殺される可能性が出てくる。したがって，覇権国の経済的
衰退が不可避だと説かれるためには，国際公共財負担の重圧があるところで
の対内コミットメントの圧縮不能性や産業競争力低下の必然性の検証がなさ
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れなければならないのだが，覇権安定論にくみする論者達は総じて，丁寧な
実証分析を通じてその要件を満たす姿勢に乏しい。ビークを越えた大国の財
政赤字削減や競争力強化の努力をただむなしく感じさせるだけの論証抜きの
宿命論は，決して好ましいものではなかろう。
国益に拘泥せずに，世界的規模で効率的な生産・販売網を築き利潤の極大
化をはかろうとするグローバル企業の成長は，国際政治の動向に影響を与え
る新たな行為者の登場を意味するのに，覇権国理論はいぜん国民国家のみが
国際政治ゲームのアクターであるかに想定している， との苦言も聞かれる
([44] 3ペー ジ，［46]上157ページ）。国際政治を動かすパワーのとらえ方が軍事
力偏重にすぎる（これは経済力低下と覇権衰退の関係や国力の内容変化に鈍
感だという指摘済みの点と関係がある）とか，もっぱら覇権国ないし大国に
関心が絞られていて発展途上国の存在など度外視されているとかの声も耳に
届く。なお，国際公共財の共同供給を可能視する立場に立てば，覇権国の衰
退は覇権安定論の唱えるような国際システムの動揺と瓦解を必ずしも帰結す
るわけではなく，主要国の国際協調を通じる既存システムの安定・維持も十
分ありうる，といった理解になる([32]152ペー ジ）。
4. コンドラチェフ波絡みの問題点
覇権循環輪に固有の問題も一瞥しておこう。とくに大きいのが，同理論の
中枢部に編入されているコンドラチェフ波絡みの疑念である。ちなみに，ロ
シアの経済学者ニコライ・コンドラチェフは 1920年代に， 卸売物価， 利子
率，賃金，外国貿易高，石炭・鉄の生産高などの諸指標を総合的に勘案すれ
ば，資本主義経済に 3つの長波 (1780~1844年， 1844~90年， 1890~?）が
生じたと判断できる，と説いた。それが資本主義のうちに現れる半世紀周期
の長期的な景気循環，つまりコンドラチェフ波として定式化されたのであっ
た。
実はコンドラチェフ波を経済学上の重要な貢献とみる向きは，以前にはご
く少なかった。瀬尾芙巳子に冷遇の理由を語ってもらうと， 「コンドラチェ
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フ循環の仮説にはかなり無理がある。コンドラチェフ自身は彼の長期循環が
一般的法則性をもつものとみなし，その根拠を…基礎的資本財の磨損と置換
に求めた。だが実際には生産•投資指標にかんする50年周期の循環は実証的
には検出されえない…。長期循環は，価格ないし関連指標にかんしてのみ妥
当するものであり，これは主としてイギリス・アメリカの場合，ナポレオン
戦争，南北戦争，第 1次大戦によるインフレーション…の衝撃が移動平均系
列に現れているにすぎない，とみられる」 ([27]303-4ペー ジ）。 しかも，コン
ドラチェフが長波の起こる原因やメカニズムの明細書を自身の手で記してい
たわけでもなかった ([38]56ペー ジ）。
ところが， 1970年代になれば世界的スタグフレーションを背景に，経済学
界のうちに再評価の空気が生まれだす。戦後ほぽ30年におよんだ世界経済の
長期繁栄の終焉と低成長期への移行を，コンドラチェフの検出分に続く 4番
目の長波としてつかもうというのである([37]5ページ）。しかし，有り体に言
って，コンドラチェフ波の発想は欠陥の補正もなく便宜的に蘇生させられた
だけの観がある。それは，今もって長期循環の実在を誰にも確信させるだけ
のシャープさに欠けるし，長期波動の内生的要因のきちんとした解明もなし
えていない。覇権循環論の依拠するコンドラチェフ波の心許なさを改めて銘
記しなければなるまい。
仮に経済指標にもとづくコンドラチェフ波の確定がある程度可能だとして
も，国際政治や覇権の長波の方は，局面転換のメルクマールが判然としない
だけに，波形が輪をかけて曖昧にならざるをえない ([25]67ページ）。そうし
た条件下で両者の外形的な対応関係が示されたとしても，それは覇権の長波
が恣意的に描かれているからではないかとの疑いがつきまとう。西川吉光
は，「世界史が覇権国家の興隆と衰亡の繰り返しの歴史であったことは事実
だが，そこに 100年という一定の周期性を見出したり，さらにはそれを歴史
法則にまで高めたりすることには強い疑問が残る」と述べ，モデルスキーら
の恣意性に説き及んでいる。そこでの「歴代覇権国家共通の特色として“自
由貿易のリーダー”という点（があげられるが）…自由貿易と呼びうるだけ
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のシステムが確立しだすのは18世紀後半のことで，それ以前と以後とを一体
のものとして扱いうるかどうか疑問が残る」といった言葉には，共感を抱く
ものが多かろう ([39]83ページ）。しかも，覇権循環論は， 2種の長波の連動
性を理論的に画然と定式化するのに，いまだ成功していない。だとすれば，
コンドラチェフ波と呼応し合いながら覇権国が 1世紀周期で興亡を繰り返す
との見方は，少なくとも現在のところは，理論的・実証的裏付けに乏しい思
念の域を出ないものと考えざるをえないのではなかろうか。
大幅に譲って覇権の循環的変化を認めるとしても，世界資本主義の発展に
は趨勢的な変化も含まれているので，後者の結果として前者を生み出してき
た前提そのものが変わる事態もなしとしない([1] 254ページ）。たとえば，国
際政治のアクターの多様化や主要アクターである近代国家の変質のために，
もはや以前とは同じ形で覇権循環が反復されえなくなっているようなことは
ないのか。実はウォーラーステインもこれを意識して，過去の循環のアナロ
ジーでは，アメリカから覇権を受け継ぐ候補者の日本・西欧間で2050年頃に
世界戦争が起こり，海洋国の日本が勝利することになるが，これでは長期的
な動向を顧慮しない過度の単純化だとの非難を免れるまい，と語るようにな
っている。長期的動向とは現行史的システムの構造的危機（欧州を起点にし
て19世紀に喧伝された普遍的イデオロギーの否認＝多様性を前提とした文明
復権の主張）の進行を指しており， それが覇権循環の実現を複雑にしてい
る，とされるのである ([18]35ページ）。だが，その構造的危機は中身が漠然
としていて捉えどころがないし，趨勢的変化と循環的変化とを統一的に把握
する方法論が彼によって提示されているわけでもない。
ウォーラーステイン説に関しては，中心・周辺の不等価交換と支配・従属
関係を重視する世界システム論の持ち前が薄れてしまった，との評も聞かれ
る。初顛龍平は懐旧の念もあらわに， こう語る。「元来，ウォーラーステイ
ンの世界システム論では，時間的次元（ヘゲモニー循環）と空間的次元（中
心一周辺関係）の 2つの次元から理論構成されていた。しかし，（米国学界に
取り込まれてからの）世界システム論では，ヘゲモニーの循環という時間的
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問題だけが論じられ，中心と周辺の対立という空間的問題は置き去られてし
まっている。…そこでは， はじめ有力であった抵抗の論理が消えている」
([40] 30ペー ジ）。
おわりに
紙数の関係で断片的にしか触れられなかったが，覇権国理論は国際政治構
造の変化を敏感に反映しうる枠組みとはほど遠い。 ここに言う構造変化と
は，経済問題のハイ・ポリティックス（高次元の政治）化，国際関係を律す
る手段としての軍事力の重要性低下，米国経済の弱体化と経済的3極化の進
展，国際政治の場への非国家的行動主体（国際機関・国際会議や多国籍企業）
の参入，経済的相互依存の深化など，多岐にわたる ([40]の山本吉宣論文と山
本武彦論文）。これら西側世界内でパックス・アメリカーナの退勢と符節を合
わせて進んだ変化が，冷戦の終結により一段と鮮明化し全世界化したればこ
そ，また本稿で洗い出した覇権国理論の多様な問題点がますます明瞭に意識
に上ってきたればこそ，同理論の妥当性をめぐる論争と絡み合いながら，ボ
スト冷戦の世界秩序のシナリオが盛んに取り沙汰される仕儀となったのだっ
た。国際政治構造の移り行き，冷戦後秩序の各種シナリオやそれにまつわる
論議については，一応の概観を試みたということで，京大経済研究所のディ
スカッション・ペーパーに載せた拙稿([20]）の後半（本稿は前半部分をベー
スにしている）を御参照いただければ幸いである。
ともあれ， 本稿でなした雑駁なサーベイからでも十分に感知されるよう
に，覇権国理論には幾つもの重大な欠陥が宿っている。にもかかわらず，筆
者は，性急に全面否定に走るのはよろしくない；その長所をも冷静に見定め
る態度で臨むぺきだ，と考えている。とりわけ注目されるのが，ギ）レビンが
力を込めて提起してきた「国際公共財の私的財化」の視点である。
アメリカは， ドル基軸の国際通貨体制を，基軸通貨国責任よりも自国の赤
字補填の必要を優先させる形で運用してきた。それが固定相場制の崩壊を導
44(208) 第 40巻第 2 号
いたのだが，変動相場制への移行で米国マクロ政策の野放図さはもっと増幅
することになった([21],[26] 226ペー ジ，［28],[29] 120ペー ジ，［52]第4章）。
その結果として，対外不均衡の急拡大による米国経済力の疲弊と，米国覇権
の正統性に対する他国の懐疑の強まり（アメリカの「恩恵的覇権国」から
「収奪的覇権国」への転身に対応した現象）がもたらされた。―このギル
ビンの認識は，それが機械的な覇権国必衰論の一部に組み込まれている点は
いざ知らず，国際通貨制度改革の棚上げやWTO体制の発足によって特徴づ
けられる国際経済秩序の現状を理解するための， 1つの有用な手がかりにな
るものと思われる。覇権安定論における国際公共財の扱いとその意義につい
ては，次稿「ネオ・リアリズムと国際公共財」（本誌第40巻第4• 5号に掲載
予定）で，米国論壇における議論の状況や対抗理論の性格にも目配りしなが
ら重点的な考察を期するつもりでいる。
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